海外有権者ネットワークの活動記録
 

· １９９３年、細川政権誕生により海外に在外投票実現運動始まる

· １９９４年３月１日、ニューヨーク、シドニー、バンコク、ロスアンゼルスの代表が衆参両議長に陳情書を提出し記者会見、「海外有権者ネットワーク」を結成

· １９９５年4月、全国会議員へアンケート：回答274人（回答率３６％）、反対は2名

· 同年５月：

ａ）各地で集めた署名を海外日系人大会で発表、国会、関係省庁に提出

ｂ）日本弁護士連合会人権擁護委員会へ人権救済申立て

ｃ）村山首相に面会、陳情。外務、自治省、各有力議員へ陳情。

· １９９６年5月、１年間の審査を経て日本弁護士連合会が「在外選挙を可能にする公職選挙法改正の要望書」を衆参両院議長、総理大臣、外務、自治、法務大臣宛て送付

· 同年10月、衆議院議員選挙の際、ＬＡ総領事館と最終居住区の選管に投票用紙を請求、同時に会員が帰国し最終居住地の選管で投票を要求、在外投票不可能を証明

· 同年11月、国に対し東京地裁に違憲訴訟を提訴。（原告団５３名）

· １９９７年6月、自民・社民・さきがけ３党が公職選挙法改正案を国会に提出

ａ）同年１２月、衆議院公職選挙法改正特別委員会で金井会長が参考人意見陳述

ｂ）１９９８年4月７日、衆議院本会議で公職選挙法の一部を改正する法案可決

ｃ）同年4月16日、参議院地方行政警察委員会で中條氏が参考人意見陳述

ｄ）同年4月23日、参議院で公職選挙法改正案可決（比例代表選挙に限定）

· １９９９年10月、違憲訴訟、東京地裁で敗訴。直ちに控訴。

· ２０００年6月25日、初の在外投票（比例代表のみ、大都市では郵便投票のみ）

· 同年11月、違憲訴訟、東京高裁で敗訴。

· 同年12月、最高裁へ在外選挙訴訟の上告（原告団13名）

· ２００５年７月、最高裁大法廷で最終弁論。

· 同年9月14日、最高裁大法廷で全面勝訴

· ２００６年6月、参議院で公職選挙法改正案可決。すべての国政選挙で投票が可能に

· ２００７年７月、LAにて海外初の「政党討論会」(自民党、公明党、民主党、共産党)

· 同年7月11日、参議院議員選挙（比例区・選挙区の投票による初の完全国政参加）

· ２００８年5月、超党派の「「在外投票を推進する議員連盟」が発足。

· ２００９年8月30日、衆議院議員選挙（衆院選・初の完全な在外投票）
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